
 

  

平成２８年度(２０１６年度)決算の総括 

 

平成２７年度から行財政運営方針に基づき市政運営を行い、従来の「危機克服型」から「未来志向型」に改革のモードを切替え、まちの活力向上と行財政運営

基盤の充実・強化に取り組んでいる。平成２８年度には、中期的な観点から行財政運営の具体的な方向性と目標を示した「中期行財政運営方針」（平成２８年７月）

を新たに策定し、「未来につなぐ行財政運営の基盤づくり」を基本理念に、政策推進上の重点課題への対応を進めている。 

平成２８年度決算は、前年度と比べ、歳入で２２億１千万円(１．５％)の増、歳出では４２億９千万円(３．０％)の増となった。これは、歳入において、市税

が雇用環境の改善や徴収体制の取り組み強化等により増収となったこと、低所得者向けの臨時福祉給付金給付事業及び障害者福祉費、保育所関係経費の伸びに伴

う国庫支出金などが増額したこと、歳出において、低所得者向け臨時福祉給付金及び障害者福祉費、保育所関係経費の伸びにより扶助費が増額したこと、臨時財

政対策債の一部を繰上償還したことに伴い公債費が増額したことなどによるものである。 

実質収支は８千４百万円で、平成１６年度以降１３年連続での黒字決算を維持することができた。昨年度と比較すると大幅に減少しているが、これは、財政調

整基金に前年度の決算剰余金を積み立てたほか、臨時財政対策債の一部を繰上償還するなど、将来を見据えた持続可能な財政基盤の構築に資する取組みを行った

ことによるものである。 

プライマリーバランスは前年度に引き続き黒字を維持するとともに、市債残高は前年度より３６億円減の８７１億５千万円と着実に改善している。経常収支比

率は、各種交付金や地方交付税、地方譲与税が、前年度に比べ合わせて２３億５千万円の大幅な減収となったことや、扶助費などの経常的な支出が増加したこと

により、９４．７％と前年度に比べ３．９ポイント悪化したが、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する健全化判断比率については、、、、実質赤字比率

及び連結実質赤字比率は、それぞれ黒字を維持するとともに、実質公債費比率（６．４％）及び将来負担比率（８．８％）は、前年度よりもそれぞれ１．０ポイ

ント、１．９ポイント改善している。企業会計においては、病院事業会計が主に入院患者数の減少により純損益で赤字となったものの、資金不足比率については、

水道事業会計をはじめ、３会計とも資金不足が生じていない状況である。 

財政状況については、これまでの行財政改革の取組みにより、一時と比べると大きく改善しているものの、中核市平均と比べると経常収支比率は高く、また財

政調整基金の積立額は極めて低いことなどから、財政の弾力性や安定性については良好であるとは言い切れない状況である。また、高齢化による医療費等や少子

化による子育て支援策の充実などの社会保障関係経費の増大、さらには市有施設の老朽化対策に伴う経費増大など、今後も財政状況は厳しさを増していくことが

見込まれる。このような財政課題に対応していくためには、引き続き歳入・歳出両面からの徹底した見直しを行うことで財政の健全性を維持し、持続可能な財政

基盤の構築に向けた「未来志向型」の改革を進めていく必要がある。 
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